
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

(1)

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

式・
定義

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）６.成果があったこと（改善されたこと）

単位

・農林水産品においてはＪＡ等、加工食品においてはしまね食品輸出コンソーシアムを核とする販売戦略の再構築と販路の多様化を図るため、海外市場での販路開
拓・拡大を見込める品目及び対象国・地域を選定し、重点的な輸出振興の取り組みを強化する「島根県輸出拡大支援プロジェクト」（H26年度から実施）とリンク
した事業展開を図る。
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◎課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既
存の事業説明資料などを活用し、効率的・効果的に行ってください。

◎上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいよう
に、「５．評価時点での現状→６．成果があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れ
となるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。
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実績値

23年度

（島根県貿易概況調査）
実績値

達成率
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事務事業の名称 しまね食品等輸出促進対策事業

事務事業評価シート（評価実施年度：平成２7年度） 上位の施策名称

事務事業担当課長 しまねブランド推進課長　日下　純子

施策Ⅰ－２－２　県産品の販路開拓・拡大
の支援

電話番号 0852-22-6858

目
的

（１）対象 県産農林水産物とその加工品の生産者・製造者

（２）意図 販路のひとつとして東アジアなどへの輸出を促進する
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目標値

・しまね食品輸出コンソーシアムと現地輸入卸業者がタ
イアップした見本市・展示会出展、小売店でのフェア開
催などにより、複数の県産品を当該業者の物流に集中さ
せ、輸出コストを低減することで、県産品の競争力を高
め、輸出拡大に繋げる体制が整備されつつある。

・さらなる輸出拡大には頻繁な現地訪問による販売促進活動が有効だが、事業者単独での対応が難し
い。
・農林水産品においては、一部の品目を除き、輸出量が伸び悩んでおり、ＪＡの輸出意欲が減退してい
る。

26年度 27年度
指標名 県内企業の貿易実績企業数

年度 23年度

　○より効率的で持続的な輸出体制を構築するため、民間レベルでの輸出コンソーシアムの育成を図る。
　○他の行政や貿易支援機関等と連携したＰＲ活動、欧米等への新規販路開拓、輸出国現地での専門アドバイザーの活用を実施する。

　しまね食品輸出コンソーシアム
　　一般会員数　２５（設立時）→６９（H26末）

　平成２６年度輸出額実績値
　　農林水産物等　　５５２百万円（対前年比２１５．６％）
　　加工食品　　　　１９８百万円（対前年比　８６．８％）

うち一般財源（千円） 8,672 8,810

２６年度実績 ２７年度計画

事　業　費（b）（千円） 8,672 8,810

単位

176

・事業者単独での販売促進活動はコストが嵩む。
・農林水産品においては、産地間競争の激化、出荷価格の落ち込みなど。

・食品輸出コンソーシアムのスケールメリットを活かして、より効率的で持続可能な取り組みを広げて
いくためには、輸出に意欲のある企業等をさらに増やしていく必要がある。
・低コストで効率的な販売促進のためには、現地輸入業者との関係強化による現地スタッフでの販売促
進活動が可能となる方策を検討する必要がある。
・今後、幅広い商品の輸出促進のためには、連携して取り組むパートナーをさらに増やしていく必要が
ある。

％
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前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）


